
令和２年７月豪雨に係る支援対策のポイント

令和２年７月





令和２年７月豪雨の被害の特徴と支援対策の考え方

○ 河川の氾濫による浸水被害が広い地域で発生し、果樹、水稲、葉たばこへの土砂流入、
農業用ハウスや機械、畜産物処理加工施設、林地荒廃などで広範囲にわたり大きな被害。

被害の特徴

◯ 一日でも早い農林漁業者の経営再建に向け、被災農林漁業者を生活・生業支援パッケージにより支援。

①農地・農業用施設、林道、農林水産業共同利用施設及び公共土木施設
これらの全ての施設は、激甚災害（本激）の指定基準に達する見込みであり、

災害復旧事業に係る国庫補助の嵩上げが適用。

②再度災害防止に向けた復旧
災害への対応強化と生産性向上を一体的に図る取組を支援

③農業用ハウス・機械、果樹等に対する支援
早期営農再開に向けた支援や、農業用ハウス・農業用機械等の導入に要する経費、

果樹の植替えに係る支援など、再建までの個々のステージをきめ細やかに支援。

支援対策の考え方

【葉たばこほ場の被害】
・冠水、土砂や牧草ロールの流入

【農業用ハウスの被害】
・冠水したハウス栽培の柑橘類

【農業用機械の被害】
・冠水したコンバイン

【山腹崩壊】
・土砂が流出し、人家が被災

１



自然災害の発生状況と激甚指定

２

事前公表 閣議決定 公布・施行

区分 対象

令和元年
梅雨前線豪雨等
（台風第３号、第５号含む）

R1.6.6～7.24 本激 農地・農業用施設、林道
R1.8.22

（29日）
※１

R1.9.6

（44日）

R1.9.11

（49日）

８月の前線に伴う大雨 R1.8.13～30 早期局激 農地・農業用施設、林道
R1.9.6

（7日）

８月から９月の前線に伴う大雨

（台風第10号、第13号、第15号含む）

R1.8.13～9.9
※

※ 台風第10号、第13号、

第15号の追加による期間延長

本激
農地・農業用施設、林道

農林水産業共同利用施設

R1.9.20

（11日）

８月から９月の前線に伴う大雨

（台風第10号、第13号、第15号、第17

号含む）

R1.8.13～9.24
※

※ 台風第17号追加による

期間延長

本激
農地・農業用施設、林道

農林水産業共同利用施設

R1.10.1

（7日）

台風第19号 R1.10.11～14 本激
農地・農業用施設、林道

農林水産業共同利用施設
公共土木施設

R1.10.18

（4日）

R1.10.29

（15日）

R1.11.1

（18日）

台風第19号等
（台風第20号、第21号含む）

R1.10.11～10.26
※

※ 台風第20号及び第21号

追加による期間延長

本激

農地・農業用施設、林道

農林水産業共同利用施設
公共土木施設
湛水排除事業

R1.11.19

（24日）

R1.11.29

（34日）

R1.12.4

（39日）

農地・農業用施設、林道

公共土木施設

R2.7.10

（2日）
※３

農林水産業共同利用施設
R2.7.17

（9日）
※３

※1:令和元年の梅雨前線豪雨等は、被害が特定の地域に集中せず、全国各地で中小規模の被害が発生しており、小さな被害の積み上げに時間を要した。
※2:令和元年の８月から９月の前線に伴う大雨は、8/13～30に九州北部を中心に被害が積み上がり、この時点で佐賀県の２市１町が早期局激の基準を超えたため、
　　指定見込み公表したが、その後、複数の台風による被害が積み上がり本激の基準を超えたことから、8/13～9/24の期間を一連の災害として本激指定を決定した。
※3:令和２年梅雨前線豪雨等は、7/3～7/8にかけて停滞した梅雨前線が九州地方を中心に大きな被害を受けたことから、発災からの日数は7/9からカウントした。
※4:発災から時間を要した要因として、7/9に命名された「令和2年7月豪雨」が、7/3～8以降も7/13～14にかけては中国地方を中心に、7/27～28にかけては、
　　東北地方を中心に大雨となり、8/4に令和２年７月豪雨が7/31までとされたこと等による。

　 R2.5.15～7.31　　　令和２年梅雨前線豪雨等

令和２年

本激

激甚指定
発生年月日災害名発生年

（発災からの日数）

R2.8.25

（48日）
※４

R2.8.28

（51日）
※４

R1.10.17
※２

（23日）

R1.10.11
※２

（17日）



支援対策の決定状況

災害名 発災⽇ ⽀援対策決定 発災からの期間

関東東北豪⾬ 2015.9.7〜9.11 10.27 46⽇間

台⾵７,9〜11号、台⾵16号 2016.8.16〜9.1
2016.9.17〜9.21

10.7
(21⽇に16号追加)

36⽇間
30⽇間

平成29年九州北部豪⾬ 2017.７.５〜７.6 ８.８ 33⽇間

平成30年７⽉豪⾬ 2018.６.28〜７.８ ７.16
（８.２改訂）

８⽇間
（25⽇間）

平成30年台⾵第21号及び北海
道胆振東部地震 2018.９.３〜９.６ ９.28 22⽇間

平成30年台⾵第24号 2018.９.28〜10.１ 10.31 30⽇間

令和元年東⽇本台⾵ 2019.10.11〜10.14 11.7 24⽇間

令和元年房総半島台⾵ 2019.9.8〜9.9 10.1 22⽇間

令和２年７⽉豪⾬ 2020.7.3〜7.31 7.30 22⽇間※

３

※「令和２年７月豪雨」は、初めに7/3～8にかけて停滞した梅雨前線によって大雨被害が発生したことから、7/9からカウントした。
7/3～8以降も7/13～14にかけては中国地方を中心に、7/27～28にかけては東北地方を中心に大雨となり、8/4に気象庁は「令和２年７月豪雨」の期間
について、7/3～7/31までとした。



【農業用機械等の導入支援】
・農業⽤ハウス・農業⽤機械・農業専⽤トラック等の導⼊を⽀援
補助率︓農業⽤ハウス︓共済⾦の国費相当額と合わせて1/2

農業⽤機械・農業専⽤トラック等︓1/2

・共同利⽤施設等の再建・修繕を⽀援(補助率1/2)
※集出荷施設、乾燥調製貯蔵施設、畜産物処理加⼯施設等

【営農再開に向けた支援】
・⽔⽥農業の継続に向け、追加的に⾏う⼟づくりやほ場準備のための

作業委託費等を⽀援（補助率1/2、⼟づくり10,000円/10a）
・被災に伴い必要となる追加防除・施肥、追加的な種⼦・種苗の確保、

作物残さの撤去、集出荷施設等の簡易な補修等を⽀援(補助率1/2等)
・畜舎の補改修、家畜導⼊(補助率1/2)、粗飼料の購⼊等(５千円/t等)を⽀援

【果樹の植替え等に対する支援】
・被害果樹の植替えやこれにより⽣ずる未収益期間（22万円/10a）の経費のほか、

⼤規模な植替えを⾏う場合の早期成園化(20万円/10a)や代替農地での営農(52万円/10a)等を⽀援
※植替え かんきつ類︓23万円/10a、なし、りんご等︓17万円/10a、

省⼒樹形への植替え︓111万円/10a（かんきつ類の根域制限栽培）
・樹体洗浄や樹勢回復（7.4万円/10a）、病害のまん延防⽌（２万円/10a）、
収穫物の運び出し（5,600円/⼈・⽇）等を⽀援

・茶園の植替え(15.2万円/10a)やこれにより⽣ずる未収益期間(14.1万円/10a)等の経費の⽀援

・漁場・漁港等に漂流・堆積する流⽊・⼟砂等の漁業者・
地⽅公共団体等による除去、回収・処理を⽀援
（定額 ⼜は 補助率2/3等）

・海岸保全施設の漂着流⽊等の回収・処理を⽀援（補助率1/2)
・⽔産業共同利⽤施設等の再建・修繕等や内⽔⾯資源の
復旧のために実施する増殖等に要する機器の修繕
（補助率1/2等）等を⽀援するとともに、災害関連資⾦の特例を措置

・被災を機に収益性の向上と適切な資源管理を両⽴させる浜の構造改⾰に必要な
漁具、漁船のリース⽅式による導⼊を⽀援（補助率1/2等）

・被災した⼭林施設等の早期復旧、⼆次災害防⽌のための
航空レーザ計測による被害地調査を実施

・荒廃森林、林道の復旧整備や、
⼭地災害発⽣の危険性が⾼い地区の
事前防災・減災対策を計画的に⽀援
（補助率2/3等）

・被災した⽊材加⼯流通施設、
特⽤林産振興施設等の撤去・復旧・整備等を⽀援（補助率1/2）

・林業・⽊材産業者への⾦融⽀援

⽣活・⽣業⽀援パッケージ (農林漁業者の⽀援)について(農林⽔産省) 

営農再開に向けた道筋

⼭腹崩壊の状況

がれき・⼟砂が流⼊した農地

浸⽔した農業⽤機械

林野関係に対する⽀援

【農地堆積した土砂等の撤去に対する支援】

【再度災害防止の観点を踏まえた農地等の早期復旧等】

・激甚指定による災害復旧の国庫補助率の嵩上げ
（農地83%→96%、農業⽤施設93%→98%）

・机上査定限度額の引上げによる災害査定の効率化
・査定前着⼯制度の活⽤による早期復旧の⽀援
・被災農地周辺の農地も含め、災害への対応強化と⽣産性
の向上等を⼀体的に図る取組を⽀援

⼟砂等が堆積した果樹園地

浸⽔被害を受けたハウス

【災害関連資金の特例】

・運転資⾦・被災した施設の復旧のための資⾦の貸付利⼦の
５年間実質無利⼦化・貸付限度額の引き上げ 等

流⽊等が堆積した漁港

⽔産関係に対する⽀援

◯ 河川の氾濫による浸⽔被害が広い地域で発⽣し、果樹、⽔稲、葉たばこへの⼟砂流⼊、農業⽤ハウスや機械、畜産物処理加⼯施設の損壊、
林地荒廃などで広範囲にわたり⼤きな被害。

◯ ⼀⽇でも早い農林漁業者の経営再建に向け、農林漁業者⽀援として、パッケージに盛り込む農林⽔産関係の対策は以下のとおり。
①⼟砂撤去に対する⽀援､②再度災害防⽌の観点を踏まえた復旧､③農業⽤ハウス・機械、果樹等の再整備､④林野、⽔産関係

４



営農再開に向けた支援策のパッケージ

農地等の復旧

被災した農地や農業用施設の復旧、営農再開に向けた様々な支援策により被災農業者を総合的に支援

支
援
事
業

○農地（土砂撤去含む）・農業用施設
の復旧に係る支援
農地・農業用施設災害復旧事業
※激甚災害の場合96～98%補助

○農業用機械等の再取得、修繕
に係る支援
強い農業・担い手づくり総合
支援交付金（被災農業者支援型）
※1/2

地域営農
サポートチーム

地方農政局の職員
を中心に、被災地域
の営農を支援

土づくり、種、肥料、果樹 農業機械等・農業ハウスの再建
支
援
行
程

〔農業者自らが水路等を復旧する場合〕
・多面的機能支払交付金や
農地耕作条件改善事業の活用可

※定額

○浸水した農地の営農再開のための
土づくり、種子・種苗購入支援
持続的生産強化対策事業
（産地緊急支援対策）
※10,000円/10a(定額)(土づくり)
※1/2（種子・種苗）

○被災に伴う追加防除・施肥等への支援
持続的生産強化対策事業
（産地緊急支援対策）
※1/2

○浸水被害等を受けた果樹への支援
持続的生産強化対策事業
（果樹産地再生支援対策）
※7.4万円/10a（樹体洗浄等）
※２万円/ 10a（病害防止）
※最大208万円/10a(かんきつ類の

大規模改植で根域制限栽培を導入した場合)

○災害関連事業等により、被災農地に未被災農地をとりこみ、一体的に
区画整理を実施し復旧。

原形回復にとどまらない改良復旧

○共同利用施設等の再建・整備
グループ補助金（経済産業省）
※国1/2、県1/4

都道府県、
市町村

連携

営
農
再
開

○被災した農業用ハウス等の処理に係る支援

災害廃棄物処理事業（環境省）
※国1/2

○農業用ハウスの再建・修繕等
に係る支援
強い農業・担い手づくり総合
支援交付金（被災農業者支援型）
※3/10（共済加入者1/2相当）

3/10（補強）

営
農
再
開

自力施工

○共同利用施設の再建等に係る支援
強い農業・担い手づくり総合
支援交付金（被災産地施設支援対策）
※1/2

５



農地・農業用施設に堆積した土砂等の撤去

【事業主体】
都道府県、市町村、土地改良区等

【国庫補助率】
・農 地 ： 基準補助率５０％、激甚災害による補助率嵩上げ９６％（過去５か年の実績平均）
・農業用施設 ： 基準補助率６５％、激甚災害による補助率嵩上げ９８％（過去５か年の実績平均）

農地・農業用施設に堆積した土砂等の撤去については、災害復旧事業により対応可能です。

６

河川の決壊等により、農地に堆積し
た土砂等を撤去することで、作付け可
能な状態に復旧。

河川の決壊等により、水路に堆積し
た土砂等を撤去することで、通水可
能な状態に復旧。



公共

ハウス・機械等

農地農業用水路等が被災した場合、災害査定を待たずに、復旧工事に着手できる査定前着工
制度を活用し、早期復旧が可能。実施にあたっては以下の①、②を留意するとともに市町村と相
談いただきたい。

① 施設等の被災状況を事前に調査、撮影
② 査定前工事の実施中の写真、契約書、工事費支払額等が確認できる証拠書類等を整理

農業用ハウス・農業機械等（中古を含む）の導入、共同利用施設の修繕の事前着工等については、
それぞれの農林漁業者ごと（共同利用施設の場合は施設ごと）に以下の①、②の資料を保存い
ただきたい。

① 施設等の被害の状況がわかる書きものや写真等
② 事業の対象となる取組に係る発注書、納品書、請求書などの書類

事前着工による早期営農再開に向けて

自力施工

災害復旧事業では、市町村等から作業委託を受けたＪＡ等が農家や農業生産法人と契約を結ぶ
ことにより、農家等に対し労務費や機械のリース代を支払うことが可能です（直営施工）。

地方公共団体等が実施する災害復旧事業等によらず、農業者自らが地域共同により、農地や
水路等の復旧活動を行う場合は、多面的機能支払交付金等による支援を受けることも可能です。

７



査定前着工（応急工事）は、災害査定を待たずに復旧工事に着手できる制度です。
復旧を急げば次の作付けに間に合う農地・農業用施設の復旧や、集落排水施設のように生活に直結した

施設を早急に復旧する必要がある場合に活用可能です。

査定前着工制度の活用

８

査定前着工を実施しようとする施設等の被災状況を事前に調査、撮影しておく必要があります。
災害査定時までに、査定前工事の実施中の写真、出来形管理図書、出役人夫・購入資材・工事費支払額

等が確認できる証拠書類、請負契約関係書類を整理しておく必要があります。

査定前着工の留意事項

【査定前着工制度の流れ】 【査定前着工制度の事例】

《農地の復旧》

早期復旧

《水路等の復旧》

ガレキ除去

令和２年７月豪雨により被災を受けた施設について、
九州農政局管内では、23件の査定前工事を実施中（令和２年７月２４日時点）



○ 平成29年１月より「大規模災害時における農林水産業施設及び公共土木施設災害復旧事業査定方針」を
新たにルール化

○ 平成29年１月より「大規模災害時における農林水産業施設及び公共土木施設災害復旧事業査定方針」を
新たにルール化

（１）対象となる災害
・区分Ｓ︓激甚災害（本激）に指定されかつ緊急災害対策本部が設置されたもの
・区分Ａ︓激甚災害（本激）に指定された災害
（２）対象となる都道府県
・農林⽔産省に対する当該災害の被害報告における被災箇所数が、過去５箇年の平均被災箇所数（本激除く）を超えた都道府県

１ 対象となる災害及び都道府県

・机上査定上限額の引上げ︓200万円（林道は300万円）未満 → 査定⾒込み件数の概ね７割※（農地・農業⽤施設は９割）までの額
・採択保留額の引上げ︓２億円以上 → ２億円を超え採択保留された件数の概ね６割※までの額
・査定設計書に添付する図⾯等を簡素化︓設計図書の作成において航空写真や代表断⾯図等を活⽤など
※区分Ｓにあっては、概ね９割までの額

２ 効率化の内容

・机上査定上限額の引上げにより、現地調査件数が減少するため、査定期間が短縮
・採択保留額の引上げにより、採択保留件数が減少するため、早期着⼿する災害復旧事業が増加
・査定設計書に添付する図⾯、写真を簡素化するため、査定資料の準備期間が短縮
以上により、被災⾃治体の災害査定に要する業務や期間等を縮減するとともに、被災施設の早期復旧を促進し、被災地の復興を⽀援

３ 効率化により期待される効果

令和２年７⽉豪⾬以前にも、
・平成29年︓梅⾬前線豪⾬等（九州北部豪⾬を含む）、

台⾵第18号、台⾵第21号
・平成30年︓梅⾬前線豪⾬等（平成30年７⽉豪⾬）、

北海道胆振東部地震、台⾵第24号
・令和元年︓梅⾬前線豪⾬等、８⽉から９⽉の前線

に伴う⼤⾬、台⾵第19号
の９つの災害で適⽤。

効率化による効果の⼀例
（平成29年農地・農業⽤施設）
机上査定上限額の引上げにより、机上査定可能件数が
56％→89％へ増加

災害査定の効率化について

９



被災した農業用機械・畜舎等の復旧

［農業用機械の再取得］

10

農業用機械・畜舎等の再建・修繕・再取得

農業用機械のリース

［畜舎の再建］

● 持続的生産強化対策事業（産地緊急支援対策）では、被災を機に作物転換・規模
拡大等を図る場合に必要な農業用機械を支援（補助率：本体価格１/２以内）。

● 共同利用又は担い手への機械作業の集約化に必要な農業機械が対象。
● 事前着工も可能。
● 初期投資の軽減に資する中古農機の取得も対象。

● 強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被災農業者支援型）を発動し、
農業用機械・畜舎の再建・修繕・再取得を支援（補助率３/10以内）。

● 補助上限額や対象地域の制限を撤廃。事前着工も可能。
● 初期投資の軽減に資する中古農機等の取得も対象。
● 令和２年７月豪雨が特定非常災害等に指定されたこと等を踏まえ、補助率を
3/10から１/２に引き上げる（※１）ほか、今回新たに農業専用トラック（※２）の修繕・再取得を支援対象に追加 。

国
５/10

地方
4/10 （※3）

【被災農業者（※1）】

国
１/２

本体価格

※地方公共団体
の上乗せ可

手
数
料

※１ 被災後も営農をやめることなく再開しようとする者として市町村が認める者が対象。
※２ 被災時に新車登録から14年以内であって、被災前及び復旧後に農業専用に使用されるものが対象。
※３ 令和元年台風第19号対策では、宮城県、福島県等で４/10を措置。



被災した農業用ハウス等への対応

災害復旧事業等による対応

災害廃棄物処理事業による対応

① 被災した農業用ハウスのガラス片等が混入した農地について、災害復旧事業により、ガラス
片等の除去を支援。

② 強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被災農業者支援型）を発動し、補助上限額及び対
象地域の制限を撤廃するとともに、事前着工を可能とし、農業経営に必要な農業用ハウス・農
業用機械等の再建・修繕（被災した施設及び災害復旧事業の対象とならない農業用ハウス等
に流入した土砂（土砂混じりがれき等）の撤去を含む。）に要する経費を助成。

③ 被災した畜産物処理加工施設などの共同利用施設及び卸売市場の再建・修繕や、被災を
機に産地で共同利用する耐候性ハウスを導入する取組、再建の前提となる損壊した施設の
撤去等（流入した土砂の撤去を含む。）に要する経費を助成。

① 生活環境保全の観点から支障が認められる場合であって、

市町村がこれらの農業用ハウス等について、一体的に収集（撤去を含む）、

運搬及び処分を行う場合、「災害等廃棄物処理事業費補助金」により支援。

② 「災害等廃棄物処理事業費補助金」の補助事業は、市町村に対して国庫補助が１／２、

特別交付税措置を含めると９７．５％以上の財政支援が可能。

11



１．事業概要
農林⽔産省と環境省の事業の連携により、被災した農業⽤ハウスや農作物等の処理を⽀援。

２．処理スキーム
（１）集積所を経由する場合（農家が集積所まで持込（⾃⼒⼜は業者発注））

集積所

被災した農家

被災した農家

被災した農家

処分先

省境環

市町村が、災害等廃棄物処理事
業費補助金を活用して処理

省産⽔林農
【被災ハウスの解体から運搬まで業者発注】

強い農業・担い手づくり総合支援交付金
（被災農業者支援型、被災産地施設支援対策）

【被災ハウス資材の収集から運搬まで業者発注、被災した
農作物や培地等の撤去】

持続的生産強化対策事業（産地緊急支援対策）

被災した農家 処分先
（２）集積所を経由しない場合(農業者がハウスの撤去を特に急ぐ必要がある等)

省産⽔林農
【被災ハウスの解体から処分まで業者発注】

強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被災農業者支援型、被災産地施設支援対策）
【被災ハウス資材の収集から処分まで業者発注】

持続的生産強化対策事業（産地緊急支援対策）

自ら持込

業者発注

被災した農業用ハウスや農作物等の処理について

12



被災した農業用ハウスの復旧と補強にかかる支援

● 農業用ハウスの復旧・修繕・撤去。

● 補助上限額及び対象地域の制限を撤廃するとともに事前着工が可能。

● 園芸施設共済加入の場合は共済金の国費相当額を合わせて事業費の２

分の１相当を支援。（共済非加入の場合は、共済加入者への補助率が

上限（耐用年数に応じ10分の１～最大10分の３））

パイプハウスの復旧

◇強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被災農業者支援型）

パイプハウスの補強

◇強い農業・担い手づくり総合支援交付金
（被災農業者支援型）

業者が施工する場合に必要な経費を支援
（補助率10分の３以内）

施工業者に発注する場合

◇持続的生産強化対策事業（産地緊急支援対策）

自力施工に必要な資材の共同購入費を支援
（補助率２分の１以内）

農業者が自力で施工する場合

地方
3/10 （*2）

国
3/10 （*１）

共済金
（国費相当額1/2）

4/10

〔共済加入者〕 〔共済非加入者〕

＊１ 耐用年数経過後の農業用ハウスの場合。
＊２ 令和元年台風第19号対策では、宮城県、福島県等で４/10を措置。

（地方公共団体の負担率は事業費を超えない範囲で調整）

国
3/10 （*１）

地方
4/10 （*2）

国費額 1/2相当

13



被災を機に耐候性ハウスへの移行

● 強い農業・担い手づくり総合支援交付金（被災産地施設支援対策）※等を活用し、被災を契機に新たに産地で
共同利用する耐候性ハウスの導入を支援。

● 豪雨での被災等により離農した者の農地を活用して、ＪＡやＪＡ出資法人が主体となり耐候性ハウスを整備す
ることで、農業者の初期投資の軽減等が可能。

農地を
集積

（補助率1/2以内）

JAまたはJA出資法人

被災による離農

農地を
集積

被災農業者等にハウスを リース

リース方式により、再建に当たっての初期投資を軽減

① 農業者自身が整備した場合、農業者の初年度負担は事業費
の1/2

② ＪＡまたはＪＡ出資法人が整備し、農業者が賃借した場合、

リース期間中、農業者が分割して料金を払うため、農業者の初

年度の負担は大幅に軽減

ハウスの
一部を集積

ハウス団地（共同利用） を整備

被災による規模縮小

離農した者のハウス跡地

【耐候性ハウスの場合】
強い農業・担い手づくり総合支援交付金
（被災産地施設支援対策）により、
ハウスの撤去・整備を支援

低コスト耐候性ハウス（奥）とパイプハウス（手前）

※ Ｒ元年の台風第15
号により、パイプハ
ウスは被害を受けた
が、低コスト耐候性
ハウスに被害はな
かった。

〇 骨組みに鉄骨や角パイプを用
いたハウス（基礎あり）

〇 接合部分等の改良により、従
来の鉄骨ハウスよりコストを抑え、
耐候性を向上（耐風速50m/s）

整備費 1,100～1,400万円/ 10㌃

低コスト耐候性ハウスとは

【パイプハウスの場合】
持続的生産強化対策事業（産地緊急支援対策）
により、被災ハウスの撤去と、ハウスの資材購入
を支援（自力施工） （補助率1/2以内）

14



自家消費
だけの農
家を除き
対象農家
の大宗を
共済加入

に導く

集団加入メリット措置の導入

集団加入に適した割引パッケージ

① 小規模被害を補償範囲に含めなくて
よいこととする

② 耐用年数を大幅に超過した施設を補
償範囲に含めなくてよいこととする

③ 施設を補強したら掛金を割り引く

④ JA等が一斉受付を行い、確実な集団
加入が見込める場合掛金を割り引く

最大で掛金を１割以下に

生産出荷団体等による集団加入促進

JA、農業法人協会、集荷業者、直売所等（全
体で９割のシェア）と共済組合が、

① 共済の集団加入、
② 施設補修の促進等

に関する協定を締結
※協定数748（R２年３月末現在)

集団加入パッケージを強力に推進

集団加入促進を担保する措置

① 国の補助・融資金利における共済加入の要件化

② 協定を締結すれば、補助事業採択時のポイン
トを加点

③ ハウス建築業者の補助事業入札参加条件に「共
済組合と連携して加入推進を図ること」を追加

④ 都道府県のハウス被害防止計画で地方公共
団体単独事業の共済加入の要件化を推進

※経営規模：パイプハウス15a（全国平均）

※加入率
55％（H30年度）

↓
60％（R元年度）農業者の掛金

4.5万円 → 0.1 万円

0
1
2
3
4
5

これまで 今後

万円

15

園芸施設共済の加入促進
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割引率

①20万円/棟以下を除外 70％割引

②100万円/棟以下を除外 90％割引

5％割引

→ ②の場合割引後0.1～0.2万円

施設の補強
(太いパイプへの交換、これと同等の強度への補強)

15％割引

一斉受付での大宗の農業者の集団加入

※除外対象となる施設の設置割合（パイプハウスの全国平均）

→ ①の場合割引後0.9～1.3万円

掛金の割引措置

小規模被害を補償から除外

20％割引(※)
耐用年数(パイプハウスで10年)を
2.5倍以上経過した施設を補償から除外

割引前4.5万円

園芸施設共済における掛金の割引について（経営規模：パイプハウス15a（全国平均））



被災した葉たばこ農家への支援

○令和２年７月豪雨に伴う河川堤防の決壊等により、葉たばこの冠水（ほ場・乾燥施設内）、農業用機械や乾燥施
設への浸水が発生。被災した施設・機械の修繕・再取得や営農再開を支援。

令和２年７月豪雨による被害

〇河川堤防の決壊等に伴う大規模
水害により、ほ場での葉たばこの
冠水、農業用機械や乾燥施設への
浸水被害が発生。

《冠水したほ場》

《浸水被害を受けた農業用機械》

乾燥施設や農業用機械の浸水被害に対する支援

〇施設や機械の再取得や修繕に要する経費を支援(強い農業・担い手づくり

総合支援交付金で実施)

・共同利用施設（被災産地施設支援対策）：１／２以内

・被災農業者の施設・機械（被災農業者支援型）：１／２以内※
※被災後も営農をやめることなく再開しようとする者として市町村が認める者を対象に、

補助率を3/10から1/2に引き上げ。

○周辺の乾燥施設への輸送に要する経費への支援(持続的生産強化対策事業

(産地緊急支援対策)で実施)：7,000円／t以内

営農再開に向けた支援(持続的生産強化対策事業(産地緊急支援対策)等で実施)

○災害復旧事業による土砂の撤去
※直営施工(市町村から委託を受けたJA等から、農家等に対し労務費や機械のリース代を

支払うこと)も可能。

○土づくり：10,000円／10a以内

（ただし、作物残さの撤去のみの場合：1,500円／10a以内）

○収穫時の調製作業（葉の洗浄等）：8,000円／10a以内

○追加防除：１／２以内

（参考）日本たばこ産業株式会社（JT）による支援

・災害援助金制度：当年買入代金が平年代金の80％を下回る場合、被害率に応じて
支払い（収穫皆無の場合は１／２）

・施設整備、機械購入の助成：１／２
（対象：過去にJTの助成で取得した機械等、60歳未満、黄色種100a以上等。

また、国・地方自治体の補助金を受ける場合は助成対象外。） 17



○令和２年７⽉豪⾬により樹園地の崩落・⼟砂流⼊、浸⽔被害等が発⽣。
○被災園地における樹体の洗浄と樹勢の回復、病害の発⽣・まん延防⽌の取組を⽀援。
○⼤規模な改植を⾏う園地では、改植への⽀援に加え、早期成園化や代替農地での営農等の取組を⽀援。

⼟砂崩れに伴う樹園地の崩落・⼟砂流⼊、
河川の氾濫に伴う樹園地の浸⽔被害が発⽣

（１）⼟砂の流⼊や浸⽔被害を受けた園地
・樹体に泥やゴミが付着し、樹勢が衰弱。
・浸⽔により、病害がまん延する恐れ。

（３）改植を⾏う園地の取組⽀援
○改植経費（抜根、苗⽊の植栽等）
・慣⾏樹形︓23万円/10a（かんきつ類）

17万円/10a（なし、ぶどう、りんご、おうとう等）等
・省⼒樹形︓111万円/10a（かんきつの根域制限栽培）

33万円/10a（なし等のジョイント栽培）
53万円/10a (りんごの新わい化栽培) 等

○幼⽊の管理経費︓22万円/10a

○改植経費（抜根、苗⽊の植栽等）
・慣⾏樹形︓23万円/10a（かんきつ類）

17万円/10a（なし、ぶどう、りんご、おうとう等）等
・省⼒樹形︓111万円/10a（かんきつの根域制限栽培）

33万円/10a（なし等のジョイント栽培）
53万円/10a (りんごの新わい化栽培) 等

○幼⽊の管理経費︓22万円/10a
〔⼤規模な改植（経営⾯積の過半を改植等）の場合〕

○早期成園化や経営の継続・発展に係る取組
①⼤苗の育成︓20万円/10a
⇒果実が実るまでの年数を短縮

②代替農地での営農︓52万円/10a 
⇒改植から成園化までの間の収⼊を確保

③省⼒技術研修︓３万円/10a
⇒営農再開後に省⼒・効率的⽣産を実現

〔⼤規模な改植（経営⾯積の過半を改植等）の場合〕
○早期成園化や経営の継続・発展に係る取組

①⼤苗の育成︓20万円/10a
⇒果実が実るまでの年数を短縮

②代替農地での営農︓52万円/10a 
⇒改植から成園化までの間の収⼊を確保

③省⼒技術研修︓３万円/10a
⇒営農再開後に省⼒・効率的⽣産を実現

（１）被災園地における樹体洗浄、樹勢回復等に向けた取組⽀援
○樹体洗浄と樹勢回復︓7.4万円/10a
・泥が付着、堆積した樹体の洗浄
・樹体に絡まったゴミの除去
・樹勢回復のための摘果・せん定・根切り等

○病害の発⽣・まん延防⽌︓２万円/10a
・罹病した枝の除去・処分、地域ぐるみでの薬剤散布

○樹体洗浄と樹勢回復︓7.4万円/10a
・泥が付着、堆積した樹体の洗浄
・樹体に絡まったゴミの除去
・樹勢回復のための摘果・せん定・根切り等

○病害の発⽣・まん延防⽌︓２万円/10a
・罹病した枝の除去・処分、地域ぐるみでの薬剤散布

（３）被害が甚⼤で⼤規模な改植が必要な園地
・⼟砂の流⼊や堆積、⻑期間の浸⽔等により、

経営⾯積の⼤部分で改植が必要となる場合は、
⻑期にわたり収⼊が途絶。

今回の被害 対策の内容

⼤苗の育成
（かんきつ）

省⼒樹形の例
（みかんの根域制限栽培）

※(３)の改植園地で実施する場合も⽀援対象

※別途、防⾵ネットの導⼊を⽀援（優先採択、補助率1/2）
（２）⽴⼊りが困難な園地における収穫物等の運搬⽀援
○運搬作業員の雇⽤︓5,600円/⼈・⽇、運搬補助機材のレンタル︓１/２以内○運搬作業員の雇⽤︓5,600円/⼈・⽇、運搬補助機材のレンタル︓１/２以内

（２）道路の⼨断等により⾞の乗⼊れが困難な園地
・現在収穫期にある園地では、園地外への収穫物

の運び出しが困難。
・今後収穫期を迎える園地では、道路が復旧しな
ければ、本年産の収穫に間に合わなくなる恐れ。

［樹園地への⼟砂流⼊］ ［樹園地の浸⽔被害］
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被害を受けた果樹園地の早期復旧に向けた対策

取組例︓かんきつ類の⼤規模改植で根域制限栽培を導⼊し、
①〜③全てに取り組んだ場合、208万円/10a



浸水被害を受けた水田農業への特別対策

・ 令和２年７月豪雨に伴う河川堤防の決壊等により、水田の表土の流亡や土砂堆積等が発生。

追加的に行う土づくりなど、特に水田農業への被害が大きいことから、営農再開を緊急的に支援。

令和２年７月豪雨による被害

〇河川堤防の決壊等に伴う大規模
水害により、
水田において土壌侵食、
表土流出等の被害が発生。

《土砂が流入した水田》

水田農業継続特別対策
（持続的生産強化対策事業（産地緊急支援対策）で実施）

〇地域において大規模な浸水被害を受けた水田農業の継続

に向けて行う取組に要する経費を支援。

【支援の対象となる取組】

土づくり、土壌診断、作業委託及び機械レンタル等

・事業実施主体：都道府県、市町村、農業者の組織する団体等

・単 価 等 ：①土づくり：10,000円/10a（定額）

②作業委託、機械等レンタル：補助率１/２

③土壌診断：補助率１/２

④令和２年度中の営農再開に必要な生産資材

（種子・種苗等の消費財に限る）の購入経費

：補助率１/２《浸水被害を受けた水田》
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水田農業の継続に向けた取組

①土づくり支援

肥料散布

③土壌診断支援

土壌診断の実施

④生産資材支援

種子の購入作業委託

②作業委託等支援



林野関係に対する支援

・林業・⽊材産業者への⾦融⽀援、森林保険加⼊者への保険⾦の早期⽀払
等を実施

⼭腹崩壊の状況

 令和２年７月豪雨により、広範囲での山林や林道などの被害や、木材加工流通施設
や特用林産振興施設の被害が発生。

 迅速な被害の把握や被災地の早期復旧・再度災害発生の防止を支援。

令和２年７月豪雨による被害

・広範囲に⼭地災害が発⽣
したほか、⽊材加⼯流通
施設、特⽤林産振興施設
などにも被害が発⽣

崩壊地上部の段差亀裂

崩壊地
上部に
発生し
た亀裂

尾根筋に発生
した亀裂

微地形表現図

連続性のある段差亀裂

治山・森林整備対策(イメージ)

対策後

対策後

対策内容

・被災した⽊材加⼯流通施設、特⽤林産振興施設等の撤去・復旧・整備等
に要する経費の⽀援（定額1/2）【→詳細は次項】

・被災した⼭林施設等の早期復旧を⾏う
とともに、特に甚⼤な被害を受けた
被災地域については、航空レーザ計測
により被災地域の⼭地を広域かつ迅速に
把握・分析し、⼆次災害防⽌対策等
を加速化するための調査を実施(国直轄)

・災害復旧等事業、治⼭事業、森林整備事
業により、荒廃森林、治⼭施設、林道、
森林作業道等の早期復旧や、⼭地災害発
⽣の危険性が⾼い荒廃林地等における治
⼭施設の設置、森林整備等による事前防
災・減災対策を計画的に⽀援

（補助率2/3等）
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被災した木材加工流通施設等の復旧

令和２年７月豪雨の浸水被害等により、これまでにない大規模な水害等が発生し、木材加工流通施設等に甚
大な被害が発生。災害を受けた木材加工流通施設等の整備を緊急的に支援。

令和２年７月豪雨による被害

《 被災した木材加工流通施設 》

被災木材加工流通施設等復旧対策事業

〇浸水等の被害を受けた木材加工流通施設、特用林産振興施設等の
復旧・整備や棄損した施設の撤去、きのこ生産資材の導入に要す
る経費を助成。

・対 象：令和２年７月豪雨で被災した木材加工流通施設、

特用林産振興施設等

・交付率:定額（１／２）

・事業実施主体：木材関連事業者、生産組合、森林組合、

農事組合等

《 被災した特用林産振興施設 》

施設復旧のイメージ

《 木材加工流通施設 》

被災地域における林業・木材産業の生業の再建

《 特用林産振興施設 》
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水産業への流木等による被害に対する支援

令和２年７月豪雨の流木等による水産業への影響を最小限に食い止めるよう、その回収・処理等を支援。

令和２年７月豪雨による被害 漁業者等による流木等の回収・処理の支援

流木等が堆積した漁港

行政による流木等の回収・処理の支援

写真

流木等が漂着した海岸

・対 象：漁業者等が行う漂流・漂着・浮遊・堆積物の回収・処

理及び耕うん

・交付率: 定額

・漁船による流木等の回収・処理作業

（例：傭船料：６万円／日・隻（船長＋乗員２名））

・陸上における流木等の回収・処理作業

（例：人件費：１万円／日）

・事業実施主体：地域協議会
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〇漁港に堆積した流木等の回
収・処理を支援
・対 象：航路・泊地に堆

積した流木等の

回収・処理

・交付率: ２／３等

・事業実施主体：都道府県、

市町村

〇海岸に漂着した流木等の回
収・処理を支援
・対 象：海岸保全施設の

機能を阻害する

流木等を緊急的

に回収・処理

・交付率: １／２

・事業実施主体：都道府県、

市町村



豪雨等により被災した養殖場等については、内水面資源の復旧のために実施する増殖等に要する機器の
修繕等を一体的を行うことが可能。

豪雨等により被災した養殖場等に対する支援
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豪雨により被災した養殖場について養殖池の復旧とともに、機器修繕等を一体的に実施。

・対 象：養殖場の復旧に必要となる、養殖場の整備や機器修繕等
・交 付 率：１／２
・事業実施主体：都道府県、市町村、漁業協同組合、漁業協同組合連合会等

養殖場の復旧

（豪雨被災前の全景）
（養殖場の復旧とともに、機器修繕等

を一体的に実施）
（豪雨被災時の全景）



令和２年７月豪雨における停電への対応について

 被災された農林漁業者の方々が営農意欲を失わず一日も早く経営再
建できるように、停電への対応として以下の対策を講じる。

○早期の営農再開に向け、停電により出
荷・使用できなくなった農作物や培地の
撤去・消毒等の栽培環境の整備
○追加的な種子・種苗・培地の確保
○他の集出荷施設等への農作物の輸送
等に必要な経費を助成。

○被災した酪農・畜産農家に対し、
・ 停電に伴い発生した乳房炎の治療
・ 緊急的に行った非常用電源の確保

等を支援。

農業関係

○被災した特用林産物生産者の事業再
開を支援するため、特用林産に係る生産
資材の再導入に要する経費を助成。

林業関係

24※ 本支援対策は、予算の範囲内で実施。



被災した農地と周辺農地を合わせて整備することにより、災害への対応強化と生産性向上を一体的に実施。

豪雨等により被災した農地等の復旧の事例（１）

モノレールによる収集運搬 農道+作業道による収集運搬

災害復旧事業により崩落した土砂の撤去と農地基盤の原形相当までの復旧をした後に、農地中間管理機構
関連農地整備事業により周辺園地を含めて緩傾斜化や道路、水路の整備を実施。

樹園地の再編復旧
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甚大な被害を受けた地域で、河川復旧と調整し、災害への対応強化と生産性向上を一体的に実施。

豪雨等により被災した農地等の復旧の事例（２）

河川や農地が原形を留めないほど甚大な被害を受けた地域であって、地域の合意が得られ、かつ経済的であ
れば大区画化した農地の復旧が可能。（原形復旧では費用が増高）
また、再度災害防止のため、河川の拡幅・直線化が行われることになったことから、地域の合意のもと河川用

地を創設。

農地の再編復旧
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支援策の説明会（専門家チームによる被災市町村との連携）

コロナ禍においては、人と人との接触を低減する必要があるため、大規模な説明会の実施は困難。

このため、市町村の被災状況に応じ、webによる説明会の実施や、生産や経営の指導、農業土木、森林土木

を中心とした専門家チームを編成し、参加者が大人数とならないよう被災市町村毎の説明会を行うとともに、

営農再開までフォローを継続。

（令和元年19号の際には、14都県35会場にて延べ3,700名を対象に説明会を実施）

被災地域の早期復旧に向けた支援策説明会の実施方針

○生産指導
○経営指導
○農業土木
○森林土木

○県域をまたいだ移動は基本的に回避
○専門家チームのメンバーは、２週間にわたって発熱がないなど、健康上問題がない職員を派遣
○他県から応援する場合も同様に、健康上問題ない職員派遣の徹底

地方農政局等を

中心とした各分野の

専門家チーム

※チーム１
《生産指導、農業土木職員を中心》

【専門家チームの編成例】
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農地への土砂流入や葉たばこや水稲の浸水被害が甚大な地域

※次期作に向けた農地の復旧や営農再建を支援

市町村の特徴的な被災状況やニーズを踏まえ、

市町村や被災農林漁業者と連携し、早期の生業再開をフォロー

再度災害の防止に向けた要望がある地域

※災害に強く、生産性の向上を図るための農地づくり等を支援

※チーム２

《生産指導、農業土木、森林土木職員を中心》

※施設の再建に関する支援

※チーム３
《生産、経営指導職員を中心》

食肉加工施設や特用林産振興施設の浸水被害が甚大な地域

※施設の再建に関する支援

※チーム４
《生産、経営指導職員を中心》

農業用ハウスへの被害が甚大な地域



災害時における農林水産省の被災地の早期復旧への取組（参考）

 令和２年７月豪雨による被害発生後、迅速な被害の把握や被災地の
早期復旧を人的・技術的な面から支援しています。

人的支援

○ 被災地方公共団体に対し、迅速な被害の把握のため、
リエゾン派遣を実施しています。

○ 被害を受けた農地・農業用施設、森林・林業施設、
水産関係施設等の早期復旧のため、国の職員を派遣
し、技術的助言や指導等を実施しています。

➣ 都道府県に448名の派遣（ピーク時７月14日 39名）
※７月27日時点、７名派遣中

➣ 市町村に168名の派遣（ピーク時７月13日 22名）
※７月27日時点、３名派遣中

➣ 発災後から７月27日まで、延べ616名の職員を派遣
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局長庁別 延べ人数

地方農政局 関東 18名

北陸 6名

東海 44名

九州 406名

森林管理局 中部 15名

九州 74名

農村振興局 2名

林野庁 6名

水産庁 45名

合計 616名

職員派遣数（MAFF‐SAT） ７月27日時点



○近年、地震や台風等の自然災害が多発し、被災地方公共団体の深刻な人員不足等も相まって、迅速な被害の
把握や被災地の早期復旧に支障。

○このため、①国の職員派遣、②地方公共団体間の職員派遣促進、③民間コンサルタント確保に向けた対応に
より、被災地の早期復旧を人的な面から支援。

MAFF-SAT
（農林水産省・サポート・アドバイスチーム）

被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大防止、
被災地の早期復旧、その他災害応急対策に対する支援

被災地方公共団体等

災害発生時に、農林水産省から職員（MAFF-SAT）を派遣し、迅速な被害の把握や被災地の早期復旧を支援。

○通常行う総務省による職員
派遣調整に加え、農林水産
省が地方公共団体と直接調整。

○地方公共団体職員研修の実施、
充実。

【地方公共団体のメリット】
・職員派遣により、自らの災害対応

力がレベルアップ。
・被災時に、協力が得られやすい。

財政措置：派遣先地方公共団体が負担（地方自治法）
⇒実績額（給料、手当、旅費等）の８割を特別交付税で措置

○大規模災害時に、農林水産省が被災地方公共団体からの要請をうけ、
文書等により全国のコンサルタントに広域的な協力を要請。

○激甚災害の指定により、査定準備等の外注費が国の補助対象となるこ
とから、広域的な契約により発生する旅費や歩掛等の追加経費につい
て、実績に基づき適切に計上するよう地方公共団体等に周知・指導。

○○県知事要請書
△△市長要請書

・広域協力の依頼
・追加経費への配慮等

農 林
水産省

コンサル
タント

協会等

個
別
の
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

被災

都道
府県

総
務
省

（全国）都道府県・市町村

総務部局 林野・農業土木部局

連携 農林水産省
（派遣実績を把握・公表等）

〔総務省による派遣スキーム（災害時）〕

被災

市
町
村

迅速な査定準備の実現

① 農林水産省の職員派遣

② 地方公共団体間の職員派遣の促進 ③ 大規模災害時の民間コンサルタント確保に向け
た対応

依頼
契約

要請

周知・指導

災害時における農林水産省の被災地の早期復旧への取組
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※7月27日時点で、県及び市町村へ延べ616人を派遣

派遣




